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静岡市の総合計画
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lID期間情2次待合計自

基本構想

10年

基本計画
5年

実施計画
3年

地層主権聴暗大鋼(平成22年6月22日闇醸決定)等
平成23年度:地層自主鵬暗吏付金創設 E 

‘ 
第1i.欠計画 ~炉 i1一以珂J

d 第1期実施計画、 矧施計掴画 i 
J 第2期実施計画、
司‘ 一 一一一つF

E J 第2照実施計蘭、 E

l t'/二戸長唾注入
園 、、 司、~...'毎年一Yノ---_______.L

1R策定の根拠{長均一白111
〈法令〉地方自治法 (昭和44年 1969年)

第2条地方公共団体の法人格‘事務、地方自治行政の基本事項
(第4項)

市町村lふその事務を処理するに当たっては、議会の議決を経てその地域における総合

的かつ計画的な行政運営を図るための基本構想を定め、これに即して行うようにしなければ
ならない。

〈条例〉静岡市自治基本条例 (平成17年 2005年)

第15条総合計画の策定
市は、この条例の目的及び理念に基づくまちづくりの具体化のため、基本構想、基本計画

及び実施計画から構成される総合計画(以下「総合計画j という。)を策定しなけ
ればならない。
2 総合計画は社会経済状況の変化及び新たな行政需要に対応できるよう常に検討を加
えなければならない。

3各行政分野の計画は、総合計画に即して策定されなければならない。
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|(8]策定の目的〈第2次総合計薗11

財政
計画

計画行政
行政運営の総合的指針となる計画
自治体が作成するすべての計画の基本

財政計画と総合計画の相互補完性
まちづくりの最上位の財政計画
長期展望に基づく計画的、効率的な行政運営の指針

|D構造園i_I4第2次総合計画

3層構造

<基本計画>

界に錫0・岡』の創造

戦略11偉く r人財(ひと).oづくり

an .軍く『価値(かち)，1づくり
路 川 錫<W地織〈まち).1づ〈り

く実施計画>

3 
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|( 
-目指すまちの婆=活発に吏溝し価値を留り合う自立都市

・平成16年10月12日に市議会で護法
-概ね、平成27年(西暦2015年)における本市をとりまく地域社会の将来像と
それを実現するための基本的な政策大綱を示す。

-テーマ=世界に偉く『静岡』の創造

-基本構想に掲げる将来像を達成するとともに、市長マニフヱス卜の実現を目
指すため、政策大綱に従い、根幹的な事業を明らかにする。また、行政区ご
との将来ビジョンなども明らかにする。
-言十画期聞は平成22年度から平成26年度までの5年間

-基本計画に示された根幹的な事業の具体的な実施内容を明らかにするも

ので、毎年度の経営方針をはじめ、予算編成、機構編成、人事計画などの
指針とする。

-計画期聞は、 3年間とし、毎年、政定する。また、行政区ごとに整理するも
のとする。

|mi財政フレーム:恒次総合計翻I
-総合計画事業費。5千万円以上のハード事業費の集計(ソフト事業費は除く。)
。財政見通しとの整合を目指し、実現性を確保

・年度別事業費(一般会計分)
第3期実施計画計唱，305億円

H22 H23 H24 H25 H26 H27~ 

圃事業費の推移 清水・静岡合併合併特例債~平成25年度

全体総額

1か年平均

1次総 (H17-21)【実績] I 2次総 (H22-26)【計画】

3，唱05億円/5年

62唱億円/唱年

4 
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(~財政フレーム(第2次総合計画I
歳入 歳出

(5年間の合計) (5年間の合計)

そのイ也225(1.6%)

I .~ … 

Lt也方議与税・県税交付金
899(6.6%) その他 投資的経費 義務的経費

4，151 (30.0%) 2，582(18.7%) 7，090 (5 L3%) 

(平成23年3月)

(5)財政フレーム〈第2次総合計画)

市税

地方議与税・県税交付金

全5i， 地方交付税

四%ノ¥ 国・県支出金

市債

その他

合計 .13，518 

E園田園田園田園田園守園田

. /'牛""'!
E 財源不足額 ( 3ο5 ~ ・
. ¥ノ
t ¥」 J/E
・・圃・圃・・・・・・・・圃・・・・・・・・・圃・・・・・・・・・・圃.

歳出

(平成23年3月)
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圃E孟底亙墨田盟副脇鋼圃

(川

(1 )総合計画の形

(2)社会の構造的変化

(3)策定の根拠

(4)策定のポイント

(5)アセットマネジメント

自治法改正
2011年(平成23年)4月
市町村への「基本構想」策定義務付け廃呉

・「地方政府」の確立
・統治や経営の仕組みとしての総合計画

(市議会)基本構想・
基本計画の議決事件
2011年(平成23年)10月
二元代表制に基づく議会の関与

今 自治基本条例 醐る
2005年(平成17年)4月 〆
市民が主体のまちづくり
(市民自治)、市民参画の
担保

セ証蚕百福遍両蚕11:;>
少子・高齢化、人目減少
財政紙混の感化

・不利益(ワスヲ)の分配
聞持続可能性のある餐かさ

行政経営システム=総合計画

(滝沢村)

・財政計画一総合計画の相互補完性
財政の健全化、アセットマ才、ジメント

自律的な自治体経営圃行政改革との一体化

政策週択=総合計薗
圃 住民議会との合意

・ 行政内の横断的合意
圃 分野別計画の集合からの脱却

政策資源の再配分
園行政評価との一体化

11 

の品質向上を目指し、計画
つ計画、マニフェスト反映型

二代表される行政主体の計画
と行政の協働による計画に

1 現地現.主.
2.スピード量視
3.積僅的な情報完備

圃人材育成との 体化
参考日本生産性本部「新たな総合計画策定モデルの開発に関する研究会j
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D総合計画の形 | 
経営のためのシステムとい
う視点から

外的要因
〈祉会の構造的変化〉
少子・高齢化ょ人口滅少
財政抹況の懇化

ーラ イノベーション
仕事のやり方を震える

カタログからルールブックへ

地量..曾{娠しい公共〉 庁内分纏
=フィールドの歯車大 行政{時間〉コストの聞.

循廼量栓会の再生と創遭
地層文化の再生と創遭
市民自治による祉会隈題解決

セヲタ一間ネットワーヲの強化
地歯車問皐γトワーヲの形成

公会計改革

7ローだ吋でな〈ストックの減

価償却時を含めたフルコスト

でのサービスコスト出様

園券 ⑦スマート・シュリンク民間活力の導入
総事.量豊錨小し立がら生活の賓の錐絡する

行財政i:!I:草・人材育成・総合計
Eの三位一体の破事

ppp等民間活力の活用
圃コンパヲトシティ・0リ工イティプシティ(創遭性が舘市を衰える).ニ2ー・コンパヲト{文化の寝中挽貨で地白書祉会を

再生する〉

1内的要因
内留の7

'
)ヲジョン ~事務改普 ②選択と集中

事務事議の生産の低さ ' ・内部統制の強化

行財政政草の推温
フローの見直し

樋骨牢政慣がトレード・オフ状況にあるなかで
の選択と篇中
庁内分権と共通の目橿による晦債の統制

③アセットマネジメント
適正主総資産量
錨障の畏寿命他
民間サービスの活用

t)社会の構造的変化 | 

-人口減少・縮小社会

・地方分権の進展

・グローバル化

→地域間競争の激化
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|~策定の根拠
〈法令〉地方自治法改正(平成23年)

篇2条第4頂→削除

〈条例〉静岡市自治基本条例 (平成17隼〉

静岡市議会の議決すべき事件等を定める条例
(平成23年)

第2条市議会の議決すべき事件
市長は、静岡市自治基本条例(平成17年静岡市条例第1号。以下「条例」という。)第15条

第1項に規定する基本構想及び基本計画の策定、変更又は廃止に当たっては、あらかじめ車

量全型謹迭を経なければならない。

第3条市議会へ報告すべき案件
市長は、条例第15条第1項に規定する実施計画の策定変更文は廃止をしたときは、これ

を市議会に報告しなければならない。

(9策定のポイント l 

縮小時代の総合計画

ハードストックからソフトストックヘ

-選択と集中

国アセットマネジメントの導入

・市民・民間活力の導入
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[ ~('5) J7t!ツιトマネジメントー-

-公共資産の活用、
配置、処分の戦略

・公共施設の維持管理コストの
効率化・平準化

公共施設の老朽化、大量更新・修繕
人口減少、自治体の歳入減少

1 静岡市を取り巻く状況
(1 )総人口の推移と推計

下の表に示すとおり、 1990年(平成2年〉をピークに本市の人口は減

少傾向にあり、 2020年には68万人になるという予測

静岡市の人口

ピーク時 739，300人
800，目JO

700，000 

6凹，αE

5∞，000 

400，000 

300，000 

200，000 

100，0印3

1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2αJ5 2010 2015 

3長国境調査より

9 

2015年

2020年

2020 は、推計値
(年]
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1 静岡市を取り巻く状況
(2)生産年齢人口の推移と推計

) 生産年齢人口 (15歳'"'-'64歳)の割合ち減っていきま~!。

酬 「 …一一一一一一一一一一一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一γ
90% 

ー

一 一

一 一
一 一

『

目

一値一
一計
一一

一推
一一

80% 

70% 

『ー・+
60% 

so% 
65鍾以上

・15-64歳

・15歳未満40% 

30% 

20"~ 

10% 

1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 20α) 2005 2010' 2015 

2015年
2020 2020年

(年) は、推計値

。%

※国勢調査より

1 静岡市を取り巻く状況
(3)静岡市の財政状況

歳入では、市税を中山とした収入が伸び悩んでいます。

歳出では、扶朗費、公債費の義務的経費が増加傾向にあります。
歳入決算額の縫移 単位 億円
3，500 -( 

歳出決算額の准移 単位億円

3，000 3，【lOO

2，5∞ 
-その他の歳入

2，500 

1，5α3 

-地方克付税

・園・県支出金

2，【lOO

-その他の歳出

2，000 

1，500 

-普通建設事業費

1，αxl 

-公債費

500 

-市債

・市税

1，000 

500 

-扶助費

-人件費

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H14 

※ 平成24年度は2月補正後予算額、その他の年度は決算額を記載しています。
※ 同じ条件で比較するため、平成16年度以降の静岡市と、その後合併した蒲原町、由比町分を加え

計算しています。
※扶助費・・・社会保障制度の一環として、児童・高齢者・陣害者・生活困窮者などに対して支媛に

要する経費。
※公債費・・・地方自治体が借り入れた地方債の元利償還費と一時借入れ金の利息の合計。

10 
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2 静岡市の公共建築物の現状
(1 )公共建築物の築年別整備状況 一一

r I車o. : 4.285棟

60.0∞ 

40.飢泊

20.∞o 

58 513 518 523 528 533 538 543 548 553 558 563 H5 H10 H15 H20 

高度経済成長期 バブル景気 {建築年)

‘ー申砂

〈トー--------------ー田+圃ー園開園周司園田園園田・F・圃・圃幽圃8・田園田園ー+ーーーーー

※延床面積は企童会計を除〈 築50年築40年築30年築20年 築10年

2 静岡市の公共建築物の現状
(2)公共建築物の築年数別面積と割合

※平成23年度末現在の保有状況 築40年
以上

(ni) 

隻40年以上6<l0.政苅

年代別延床面積
算30年以上

500低調。

400.α調。

100.脱却

へ ハJA 句、 i?> .tド q
，cJ'" .0;シ 4PdJ JJbaJbqpJP 

ι::; ，'0 "" 
4946 P 苧 TJJ'ヘ

1 1 

H1号、

12% 
~S47 

22% 

~C! (年)
口 出延底面積は企集金計を除〈

0V 
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2 静岡市の公共建築物の現状
(3)公共建築物の用途別面積と割合

6% 

(而) 用途別延床面積
900，0∞ 
以到0，000

ヌ)()，C悶O

畑

畑

周

畑

醐

別

刷

醐

200，000 

lOO，OC悶

0'圃園.，........_，... 叫画幽A四凪凪晶画庫盟応::ii，JlIlD，'"園風圃_.- 守

~*'. ~.~ ~.~ ~+~ ~'Y. .，+~ A!'~ .f>. .，qy+ ~+~ ~+~ ~.+ .+~ j( .~4合S
申 4 → 4 占，.，yw .，，:~JV' ~~~勺斗守 +-EF4ず守^~

.:(J."......AF 4. ..  '<.'" (6tC' +"'<f'〆ヰザ呼 4F タ dy 
.~.ザ.'1> "，'""V ずf>~ ~ .'l>~ v .ß~ ~ 

、 守v .<c;' h 
下 V

出延底面積は企車会計を除〈

※平成23年度末現在白保有状況

3 将来の維持更新費用の試算

建築物の安全性・快適性を確保するためには、建
替えや定期的な大規模修繕などを行う必要がありま
す。

そこで、一定の条件を想定して、今後50年間に
必要な費用を試算しました。

【試算上の条件】

①現在、保有する建築物の総量は変えない。

②建替えは40年周期、大規模修繕は15年周期とす
る。

③維持更新費用は、建替え及び大規模修繕費を含
む。

12 
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3 将来の維持更新費用の試算
築後40年更新とした揚合

600億

500 

400 

300 

200 

100 

0 

0ネイト急給料悌偽物偽物f持続税緋戦。偽物税制d勝争指純物紛争字W
-小中学校 ・幼稚園

・清帰工場

集会施設 ・公民館

・保養観光施設

-市営注宅等施設 ・保健福祉施設 ・庁舎等施設

・スポーツ施設 鵬文化施設 盤卸売市場

調産業振興施設 ・消防庁含・分団施設 a図書館

・給食室 ・給食センタ ・動物園 aそ釧也施設

i I!Jアセットマネジメントー~ I

公共建築物

230万凶

350億円/年
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瞳富司事望書司官官軍司・・

⑦防災スマート街区の整備

⑧農産物を活用した循環型6次産業の創出

③ロジスティック〈物涜〉拠点の整備

④地場水産物を活用した6次産業の創出

⑤まちなかの賑わい「演出J

⑥留学生の受入れ増加・活用策の推進

⑦新産業の活用による人材育成

⑧子育て・若年世代向けの住宅供給

縮小時代のQOL

縮小時代に‘夢を描く力、

27 

:ニて:;~

御清聴ありがとうございました。
28 
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(5) 部会

特別支援教育センターの取組

協議会と部会

特別支接教育センターの取組

6 飾岡市特別支鍾連機也謹会

教育支援部会

・小中学校
.PTA 
-特別支援学校

-関係行政機関など

2013/5/27 
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